半歩先の経営と人材

―コスモポリタンの国オランダの示唆―
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＜要旨＞
ヨーロッパといえば、英国、ドイツ、フランス、イタリアなどの大国のプレゼンスが大きいため、オランダは、大方の日本人にとって「風車とチューリップ」の小国としてかろうじて認識されているのが現状であろう。ところがオランダは、実は世界でもっとも豊かな国のひとつであり、実際この国に住んでみると、その豊かさにため息が出る。しかも国民の幸福度は高い。この豊かさを支えている主な要因としては、①強い経済力、②その経済を支える優れた企業経営、③企業活動を盛りたてる政府の適切な政策、④商才に富み世界中で自在に活躍するコスモポリタン的国民、⑤貿易国家としての長年の蓄積と伝統などがあげられる。著者は、2003～07年の４年間アムステルダムに駐在し、05～06年の２年間は、在蘭日本人商工会議所の会頭を勤め、オランダの政財界のトップクラスと交流し、オランダを理解する上で貴重な体験を積んだ。オランダは、政治、経済、社会いずれの面でも、他の国々より半歩先を歩いている。日本は、オランダから学ぶものが少なくない。オランダは、異文化経営研究の観点からも、豊富な議論の材料を提供してくれる。
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第1章　豊かで、国民の幸福感が高い国
　オランダは小国だが、経済的に豊かでしかも国民の幸福度の高い国である。最近の英国エコノミスト誌もオランダを“The Dutch are among the richest people on earth. (The Economist, May 3rd-9th 2008)”と評している。

１．富を上限まで獲得した国
　オランダは、16世紀には優れた造船・航海技術で西欧の重要な漁業資源であったニシン漁を独占するとともに、ハンザ同盟の独占を破りバルト海貿易を制し、既に16世紀後半には近隣諸国の妬みを買うほどの富裕国になった。引き続き17世紀には、東インド会社、西インド会社を設立し、この世紀には最強の貿易国として世界貿易に覇を遂げた。オランダ人は、この17世紀を「黄金の世紀」と呼ぶ。
アダム・スミス（Adam Smith）が1776年に「オランダは、土壌と気候の性質、ならびに他の国々との位置関係が許す限りにおいて、富を上限まで獲得した国」１）と言うほど、オランダは栄え、富んだのである。
16世紀以降、この国は分厚い富を蓄積してきた。その蓄積がどれ程あるのかは把握の方法がないが、海外投資の残高は、その一端を示唆している。小国オランダが海外に投資している海外直接投資残高は、6,526億ドルで世界第６位である（日本は4,496億ﾄﾞﾙで10位）2)。
２．強い経済
　現在のオランダは、面積はわずか九州ほどで、人口は約１千６百万人の小国だが、そのGDPは世界16位で、個人が享受できる財・サービスの可能性を示す一人当たりGDPでは世界８位であり、日本（同21位）を38％上回る。貿易額は世界８位、高付加価値産品に特化した農業では、その輸出額は世界３位である。第二次大戦後、北海で発見された天然ガスの産出量は、世界10位で天然ガスの純輸出国である3)。
競争力ある企業活動を可能にする、優れたビジネス環境を国が提供しているかどうかを示す国の国際競争力では、オランダはスイスの国際経営開発研究所（IMD）の調査では世界８位、世界経済フォーラム（WEF）の調査では世界10位といずれも高位にランクされている。今後約10年間にどれだけ１人当りGDPを増加させることが出来るかを予測した潜在競争力ランキングでも、オランダは世界５位と高位にある4)。
３．「幸福度」の高い国民
　世界数十カ国の大学・研究機関が参加して行う「世界価値観調査」の幸福度調査によれば、「非常に幸せ」「やや幸せ」と感じているオランダ人の割合は合計95.1％で、調査対象60カ国中４位であった5)。2007年にユニセフがOECD諸国対象に行った「子ども幸福度」の国際比較では、オランダが１位であった6)。
第２章　オランダ人はコスモポリタン
　オランダの強い経済を支えている要因の一つにコスモポリタン的国民性がある。
１．語学の天才
世界相手のビジネスに不可欠なのは異言語とのコミュニケーション能力だ。オランダ人の80％は英語を流暢に話し、50％はドイツ語を、25％はフランス語を流暢に話す７）。４～５ヶ国語を使いこなすオランダ人は珍しくない。外国とのやりとりに言葉のハンディを感じないオランダ人にとって、国境はないも同然で、実に自在に世界を相手にしている。
２．異質を受入れる寛容さ
オランダ人は、Dutch Toleranceといって自らを寛容な国民と考えるのを好み、外国人差別をしない。女王は施政方針演説“Speech from the throne”で、毎年といってよいほどMutual RespectとToleranceを強調する。学校では、インター・カルチュアル教育が義務化され、異文化を知ることの大切さや意義を徹底して教えている。
歴史的に見て、オランダは思想、信条、宗教などで差別され国を追われた人々を受け入れ、そのエネルギーを発展のバネにしてきた。
EU６カ国を比較したアンケート調査では、移民などマイノリティに対して否定的態度が最も低いのがオランダであった8)。外国人がオランダを好きになるのは、またオランダ人が世界中で自在に活躍しているのは、このオランダ的寛容さと人種的偏見のなさのためでもあろう。
３．“The world is their oyster.”
アムステルダムの「海洋博物館」を訪れ、オランダの航海、貿易の歴史に触れると、オランダ人が進取の気性に富んだ海洋と貿易の民（Born to Trader）であることがよく実感できる。危険に満ちた遠洋航海をものともせず、17世紀に、東インド会社、西インド会社を起こし、「闘うことによって現れる」との信念のもとに9)世界貿易を制したオランダ人にとって、交通、通信手段の発達により、はるかに狭くなった世界はますますその商売人の本領、entrepreneurshipが発揮しやすい格好の活躍の舞台になっているのである。
４．国際秩序を重視
国際秩序なくして、貿易立国のオランダの繁栄は望めない。伝統的に国際秩序を重視するオランダは、様々な国際司法関係の機関をハーグに招致し、現在では国際司法裁判所、常設仲裁裁判所、国際刑事裁判所など１２の国際司法関係機関がハーグに集まっており、ハーグは国際法の首都になっている。
オランダは戦後の主要な国際機関である国連、国際通貨基金（IMF）、世界銀行（WB）、ヨーロッパ共同体（EC:EUの前身）、北大西洋条約機構（NATO）、西欧同盟（WEU）の創立にも積極的に貢献した。オランダは、国際機関に積極的に貢献することで、国是である国際秩序と世界の安定を推進し、自国繁栄の基盤にしているのである。
５．世界一の貧困国支援
世界の安定を希求するオランダは、毎年GDPの0.8％（日本は0.2％）を貧困国に支援している。2008年の調査では、OECD加盟22か国中、貧困国への貢献度指数でオランダがトップにランクされている10)。ケチと揶揄されることのあるオランダだが、政府は強い政治的意思を持って、世界の貧困撲滅に取り組んでおり、また国民も災害や紛争などに見舞われた人々に対しては、同じ世界市民の同胞として普段は固い財布のひもを気前よく解いているのが現実の姿なのである。
第３章　半歩先を行く経営
　株式会社発祥の国だけあって、資本を最大限生かすことを使命とするオランダ企業の経営は戦略的であり、一方、経営の透明性を確保するための企業統治Corporate Governance（CG）の仕組みも確立しており、加えて労働生産性も高く、オランダは経営面で半歩先を歩いている。
１．大胆、迅速なポートフォリオの転換
オランダの経営者は、好不況にかかわらず、ポートフォリオ（＝事業構造）の見直しをしている。
（１）世界一の塗料会社に変身したアクゾーノーベル
アクゾーノーベルは、2007年に劇的なポートフォリオの大転換を成し遂げた。同年３月、同社は、高収益な医薬事業オルガノンを110億ユーロで米国のシェリング・プラウに売却すると発表し、続いて同年８月には、この売却資金で、塗料事業に事業構造を特化していた英国の名門化学会社ICI（Imperial Chemical Industry）を80億ポンドで買収することをICIと合意した。これにより同社は、ポートフォリオの大転換を果たし、世界一の塗料会社に変身したのである。
（２）景気循環に左右され難い会社になったDSM
同じくオランダを代表する総合化学会社DSMは、2002年に売上の約30％を占めていた市況に左右されやすい石油化学事業をサウジアラビアのサービック社（SABIC）に売却する等で32億ユーロの資金を確保、その資金で2003年にはスイスのロッシュ社（Roche）から好不況に左右されないビタミン事業を買収した。これにより、DSMは株主に約束した景気に左右されにくい事業構造を実現し、当時のＣＥＯエルバーディング氏は、この業績により2005年オランダの“CEO of the year”の栄誉に輝いた。
（３）動きが遅い日本企業
これら同業化学会社の大胆かつ迅速なポートフォリオの転換を見て、事業構造転換の進まない日本の化学会社の現状に思いを馳せざるを得ない。2008年8月の野村證券のリサーチは、日本の化学産業について「…世界の化学産業では再編が常に行われている。…わが国の化学産業だけが何もせずに生き残れるだろうか。我々はそう思わない」と分析しているのである。
２．国境を越えたダイナミックな企業再編
想定を超えるボーダレスでダイナミックな再編劇が、業種を問わずヨーロッパでは進行中である。2004年には、オランダのナショナルフラッグの航空会社KLMがフランスの航空会社エールフランスに吸収合併された。その後両社は合併効果を生かし業績を好転させており、この再編は成功と評価されている。
更に驚かされるのは、エービーエヌ・アムロ（ABN AMRO）銀行の買収劇である。ABN AMROといえば、東インド会社に起源を持つ歴史と伝統ある銀行で、総資産世界1６位、従業員１１万人を擁するオランダ最大の銀行であった。このABN AMROが2007年にRoyal Bank of Scotland（英）、Fortis（蘭、白）、Santander（西）の３金融機関連合に買収され３分割されたのである。
国際競争に生き残る為の合従連衡が、好不況に拘わらずヨーロッパでは進行している。このヨーロッパの動きは、日本企業の今後の戦略に大きな示唆を与えるものだ。
３．高い労働生産性
　オランダの労働生産性は高い。2005年度の労働生産性は72,406ドルで、OECD加盟30ヵ国中９位であり、OECD平均63,267ドル、20位の日本61,862ドルを上回っている11)。
（１）サービス業も製造業も高生産性
サービス業がオランダ経済に占める比率は80％以上で、このサービス産業の生産性が高い。一方製造業の労働生産性もサービス業に劣らず高い。オランダの製造業の労働生産性は、82,360ドルでOECD加盟国中８位である。これは日本の89､695ドル（６位）には及ばないが、英独仏など他のヨーロッパ主要国より高い12）。
（２）戦略的経営がもたらす高い生産性
日本人はオランダ人に勝るとも劣らず勤勉だが、オランダの生産性が日本より高いのは、経営力の差による所が大きい。オランダの経営者は、資本を効率的に使ってより大きな価値を生み出すため、常にポートフォリオを見直し、より競争力が強くより付加価値の高い事業へシフトする戦略的経営をスピーディに行っているのである。
（３）先進的農業
オランダ農業は、付加価値の高い園芸と牧畜に特化して大規模化している。園芸産業は、最先端のバイオ、環境、省エネ、物流技術を総合したハイテク産業の様相を持ち、切り花・鉢植え植物の輸出で世界１位、チューリップでは世界の88％を生産している。酪農製品、食肉、鶏卵、家禽も大量に輸出している。高い付加価値を生むオランダ農業から日本が学ぶものは多い。
４．主要先進国に満遍なく投資
　オランダの対外直接投資残高は、世界６位（約７千億ドル）で、その特徴は先進諸国に満遍なく投資し、投資先の先進各国で重要な投資国としての位置を占めていることである。主要先進国の対内投資残高中オランダが占める順位とその比率は、米国４位（10％）、英国２位（19％）、ドイツ１位（22％）、フランス２位（14％）、日本への投資では驚くことに２位（11％）である13)。
オランダは先進諸国に対して偏りなく投資を行い、投資先各国で重要な投資国になり、各国との間に太い経済的絆のネットワークを築きあげているのである。
５．優れた企業統治（コーポレート･ガバナンス）
さすが、「株式会社発祥の国」だと感心したのは、オランダの地に足が着いたコーポレート・ガバナンス（CG）である。
（１）経営陣を監督するスーパーバイザリー・ボード（SVB）
株主をはじめとするステーク・ホルダーのための透明性ある経営を担保するCGの中心的役割を担っているのがスーパーバイザリー・ボード（SVB）である。SVBは経営者で構成されるマネジメント・ボード（MB）の上位に位置し、社会で卓越した業績を認められた社外のメンバーで構成されている。主要機能は、ＭＢに対する「監督」、「助言」および「特に重要な経営上の意思決定や戦略の承認」である。通常、SVB下部機関として指名委員会、報酬委員会、監査委員会を持ち、経営の透明性向上に大きな役割を果たしている。
（２）　SVBメンバーの要件
SVBが上手く機能するには、メンバーに適任者を得ることが鍵になる。オランダの代表的化学会社DSMは、SVBメンバーの要件として12項目示している。その主なものは①誠実さ②他のメンバーに対して自由な立場で批判的に行動できること③会社とそのステークホルダーに目配りできること④社会の国際的トレンドへの感度⑤社会的感度および人間社会のダイナミズムに対する感度⑥社会で成功や卓越の実績が認められていること等である14)。
（３）　SVBにボーダレスな英知を結集
オランダを代表する企業の一つであるアクゾーノーベルのSVBのメンバー数は、2007年で８人である。メンバーはボーダレスで、半数の４人はオランダ人だが、残りの４人はイギリス人、米国人、ドイツ人、スウェーデン人である15)。
いずれも社会で卓越した実績が認められた世界的大企業の経営経験者や大学教授、政治家であり、グローバリゼーションに対応し、国境を超えて賢人を集めている。
（４）　社会的ステータスの高いSVB
著者自身も社員1500人のオランダの子会社のSVBの議長をしたのでSVBの意義や実際の役割を手触りで実感することが出来た。著者の子会社のSVBメンバーには、オランダ北部開発公社総裁や鉄鋼会社の社長など要職にある多忙な方々を迎えていたが、メンバーはSVBがCGに果たす役割を理解し、誇りを持ち、実に熱心に取組んでくれた。４年間のSVB議長の経験を通じ、オランダではSVBの社会的ステータスが極めて高いことが実感できた。
オランダのCGの実態を見ると、日本のCGはまだまだ道半ばと思わざるを得ない。
第４章　企業活動を盛りたてる政府
オランダ政府は企業活動を盛りたて、経済の活性化を図るためイニシアティブを発揮している。オランダの経済競争力強化に対する官民のコンセンサスは歴史的にもゆるぎなく、この官民一体となった経済成長への取り組みが、オランダの持続的経済発展を可能にしている。
１．法人税の大幅減税
税制は企業活動にとって重要な要素であり、オランダ政府はこれを踏まえた対応をしている。
（１）９％の法人税減税
著者が赴任した2003年のオランダ経済は、過保護で硬直的な労働慣行、魅力を失った税制などの為、20年振りのゼロ成長に陥り、ユーロ圏の中で最も低迷を続けていた。この状態を憂慮した在蘭日本人商工会議所（JCC）は、オランダ政府に対して、税制、過剰な労働者保護制度などの改革を強く訴え続けた。
JCCの要望を反映し、法人税は2005年に34.5％から31.2％に、翌2006年には29.6％に、2007年には25.5％にと３年間で合計９％引き下げられたのである。
（２）ＥＵ諸国の法人税の動き
法人税は、企業の立地および競争力を左右する。欧州各国は、オランダ同様、企業を引き付け、その競争力を強化するため、近年法人税率を徐々に引き下げている。ＥＵ主要国の平均実効法人税率はおよそ30％弱である。これに比べ、日本は40.7％であり、このままでは日本の法人税率は、企業の競争力維持、外資誘致の面から問題である16)。
２．外資導入を重視する政府
民間部門の１割が外資に雇用されており、オランダ政府は、経済の活性化のため外資の導入を非常に重視している。オランダは経済省に企業誘致局（Netherlands Foreign Investment Agency=NFIA）を設け、積極的な企業誘致活動をしている。日本には東京、大阪の２箇所に拠点がある。NFIAは、近年、中国拠点を強化中であり、中国にも２箇所の拠点を置いて積極的な企業誘致活動を行っている。
これらの努力によりオランダに対する2006年の外資の投資残高は約５千億ドルで、世界７位17）、GDPに対するその比率は74％にも達する。国別では、米国からの投資残高が最も多く、次いでイギリス、ドイツと続き、日本は９位である18)。
なお日本に対する外資の投資残高は、約１千億ドルで世界21位17）、GDP比率はわずか2.2％に過ぎない18)。
オランダは小国ながら外資に魅力的な条件を整備し、巨額の外資を引き付けているのである。　
３．外資を配慮した税制
オランダの税務当局は、税制が外資の意思決定プロセスに重要な役割を果たすことをよく認識しており、外資が進出しやすいように、税務面で特別な配慮をしている。加えてオランダの税務当局は、オープンで敷居が低く、外資が近付きやすい。外資を配慮した代表的税制に「タックス・ルーリング制度」「資本参加免税制度」「30％ルーリング制度」があるが、紙面の都合で詳細は割愛する。
４．日系企業への特別な配慮
経済活性化のため外資を重要視するオランダ中央政府および地方政府は、外資に対してオープンで、敷居が低く、聞く耳を持ち、JCCからの個別の要望に対しても柔軟でプラグマティックな対応で応えている。
（１）日系企業を配慮した法人税
法人税が2007年の25.5％に決着する過程で、オランダ政府側から日系企業に対し特別な配慮があった。オランダ政府は、一旦翌2007年からの法人税率を25％にすると公表したのだが、25％以下の法人税率の国は、日本の税務当局よりタックスヘーブン（租税回避地）とみなされる。その結果、少なからぬ在蘭日系企業に対して実質的に日本の高い法人税率40.7％が適用されることになる。
これを回避するため25％に若干の税率を上乗せしてもらう必要があったので、急遽、JCCとして当時のワイン(Wijn,J.)財務副大臣と面談し善処を要請した。日系企業のために一旦公表した内容を修正するのは、米国などの他の外資やオランダ企業が既に25％の税率が実現すると期待していただけに、大変なことだったに違いないが、最終的には2007年の法人税率は25.5％と0.5％上乗せになり、日系企業にとってベストの決着になった。
（２）日系社会に好意的な中央・地方政府
基本的に、オランダの中央政府も地方政府側も「日本企業・日本人社会が困っていること、改善して欲しいことは何でも要望して欲しい」との姿勢であり、オランダ政府のこうした姿勢は日本企業にとっては大変心強いものがある。
例えば、JCCから移民大臣に６カ月近く時間がかかっていた在留許可証の発給方法の改善を要請したところ、日本人だけのために特別にジャパンデスクを設置し、発給期間の大幅な短縮（半年→２週間）で応えてくれた。
地方政府も日本人社会に特別な配慮をしてくれている。例えば、日本人学校は、アムステルダム市とロッテルダム市にあるが、両市とも学校の土地を100年間わずか１ギルダー（約40円）で提供してくれている。ロッテルダム校が生徒数の減少で赤字になったとき、ロッテルダム市は３年間で約７千万円の補助金を支給してくれた。日本人駐在員が多く住むアムステルフェーン市は、日本人幼稚園のために教室を無償で提供している。
こうした外資に対するホスピタリティは、日本では想像できないほどのものがある。
５．オランダ政府と在蘭米国商工会議所とはWin/Winの関係
オランダ政府は、JCC、在蘭米国商工会議所（Am Cham）など在蘭の外国人商工会議所と良い関係を持ち、これらの提言に耳を傾けながら投資環境の改善に取り組んでいる。
特にAm Chamは、オランダへの最大の投資を背景に持っているだけに、オランダ政府に積極的に政策提言し、オランダ政府もこれに強い関心を持っている。Am Chamは、毎年５月にオランダ政府に対して投資環境改善のための政策提言“Investor’s Agenda of Priority Points”19)　を発表する。この恒例の発表会にはオランダの経済大臣が出席し、Am Chamの提言に耳を傾けている。提言内容はビジネスの実情を踏まえた建設的なものなので、オランダ政府の政策立案上、大変良いヒントにもなっている。オランダ政府とAm ChamはWin/Winの関係を築いている。
第５章　強い経済を支える優れたインフラ
　オランダの強い経済を理解する上で、「国の基幹的競争力」とされる優れた物流インフラの存在は見逃せない。オランダは、内陸水路交通の発達したヨーロッパにおいて３つの大河、ライン川、マース川、スヘルデ川の河口にあり、またヨーロッパの主要市場まで半径500㎞範囲内というヨーロッパ大陸の中央に位置しているため、物流産業の立地には極めて恵まれている。オランダはこの地勢的優位性を最大限に生かすため、物流インフラを国の「基幹的競争力」と位置づけ、国を挙げてこれを整備強化し、世界でも有数の物流インフラを構築し、ヨーロッパ最強の物流産業を築きあげているのである。
オランダの優れた物流インフラは、海外の物流企業をオランダに集積させる要因になっているとともに、メーカー各社がヨーロッパのロジスティック拠点をオランダに設置する理由にもなっている。
１．ヨーロッパ最大の港湾ロッテルダム
ロッテルダム港は、大河マース川の河口に位置し、東西40Kmにも渡るヨーロッパ最大の港湾であり、ヨーロッパの物流の玄関口である。2006年のコンテナ取扱量は、ヨーロッパでは最大であり、世界でも７位にランクされている20)。
世界中からの貨物が、同港で積み換えられ、陸路あるいは内陸水路（河川水路、運河）経由でヨーロッパ中に輸送されている。ヨーロッパでは河川、運河といった内陸水路網が重要な輸送ルートとして整備され幅広い地域をカバーしているため、ロッテルダムからヨーロッパ各地へ大型バージ船で大量の荷物を効率よく輸送できる。この内陸水路網を利用して、スイスや遠く黒海沿岸まで水上輸送が可能なのである。オランダの内陸航行船の数は世界最大であり、ＥＵ域内水上輸送のおよそ40％をオランダの運送業者が担っている21)。
ロッテルダム港では、その優位性を更に強化するため、２千ヘクタールの大規模拡張工事「マースフラクテ２プロジェクト」が進行中であり、これにより次世代の喫水の深い超大型スーパータンカーの入港が可能になる予定である。
２．評価の高いスキポール空港
アムステルダム近郊にあるスキポール空港は、機能的で利用しやすいとの定評がある。オランダの空港の設計から運営に至るまでの空港ビジネス関連の技術とノーハウは国際的に評価が高く、過去数十年間、世界各国の空港が軒並みオランダの空港関連技術を取り入れている22）。
スキポール空港の発着回数はヨーロッパ３位、乗降客数はヨーロッパ４位、貨物取扱量はヨーロッパ３位で、空港ランキングで常に上位にある23)。スキポール空港には,滑走路が６本（うち1本は小型機用）もある｡
スキポール空港はオランダ国鉄の駅と直結しており、ブリュッセルを経由してパリに３時間で行く超特急列車タリスもこの空港駅から利用できる。アムステルダムのビジネスの中心地、ワールド・トレード・センター駅までは１駅で、所要時間はたったの７分足らずである。
インフラ整備を常に推進しているオランダでは、現行の６本の滑走路に加え、更にもう１本の増設計画を推進中である。
３．全国に張り巡らされている無料高速道路網
陸上輸送についても物流の効率性を重視した合理的なインフラが全土に構築されている。無料の高速道路網は全国に張り巡らされ、大型貨物トラックがヨーロッパ各国との間を引切り無しに往復している。日本に比べトラックのサイズが大きくスピードも速い。オランダ企業は水上輸送と同様に陸上輸送にも強く、ＥＵ域内において陸上輸送の25％のシェアを持っている24)。
４．見直されている鉄道輸送
オランダの鉄道システムはヨーロッパの鉄道網と完全に統合されており、近隣諸国だけではなく、中欧、東欧、独立国家共同体（CIS）全域まで鉄道輸送が可能である。2007年にはロッテルダムとドイツを結ぶベートゥウェ貨物専用線が新設されるなど鉄道貨物輸送のインフラも引き続き強化中である。
５．インフラの強みを更に強化するオランダ
　オランダの、港湾、内陸水路、空港、道路、鉄道などの物流インフラは現状でもいずれも競争力ある抜きん出たものだが、この優位性に安住することなく、長期的観点から将来を見据え、更にその強みを強化し、欧州の中で経済的地位をより強固なものにしようとしている。
第６章　ワークシェアリングで豊かな生活
　オランダ国民の豊かな生活には、オランダ式のワークシェアリングが大きな役割を果たしている。オランダのワークシェアリングと、その労働環境について紹介する。
１．オランダのワークシェアリング
オランダの政労使は1980年代以降一致協力して、女性の労働市場への参加とパートタイム労働の拡大に努めた。その結果、90年代のサービス産業の発展と、女性の労働環境の整備があいまって、パートタイム方式での女性の職場進出が急速に進むことになった。2006年時点では女性の就労者に占める比率は45％で、その約75％をパートタイム労働者が占めている25)。
女性がパートタイムで働くことが当たり前になった結果、オランダの家庭では夫がフルタイム、妻がパートタイムで家計を維持する形が一般的になっており、これは「1.5人稼ぎ手モデル」と言われる。この1.5人稼ぎ手モデルで、オランダの家庭は豊かな生活を維持しているのである。「オランダのワークシェアリング」は、以上述べたようなパートタイム労働の普及のことで、既にあるフルタイム労働を複数の労働者に分割するようなことではない。
２．パートタイム労働者は正社員
オランダのパートタイムは、日本のそれと大きく異なる。90年代にパートタイム労働が増えるに伴い、パートタイム労働者の権利を強化する先進的な諸制度が整備された。なおオランダでは、週35時間未満の労働時間の労働者がパートタイム労働者と定義されている。96年にはパートタイムとフルタイムの待遇の差別が解消され、労働時間当たりの待遇が均等になった。賃金、休暇、年金は労働時間当たり平等になり、失業保険、労災保険なども同様に適用されることになった。オランダでは、パートタイム労働者は、正社員としての権利が保障されているのである。
さらに2000年には、フルタイムからパートタイムへ、あるいはパートタイムからフルタイムに移行することが労働者の権利として認められた。
　OECD が１７カ国を対象に行った調査では、2003年時点で、オランダのフルタイム賃金に対するパートタイム賃金の比率は92％で、ほとんど差がないが、日本は48％と格差が大きく、１７カ国中最低である26)。
　このような労働政策の結果、2006年にOECDが行った所得格差の国際比較では、オランダはOECD諸国中、格差が３番目に少ない国になっているのである27)。
３．手厚いセーフティネット
オランダのセーフティネットは手厚い。社会のセーフティネットが手厚く整備されているため生活の不安は少ない。退職時給与の70％水準がモデルとされる手厚い年金制度のおかげで、老後の経済的心配もない。オランダでは、子供が自立した後、自分のライフスタイルを保ちつつ自律的な生活を続ける人が多い。18歳以上の子供が親と同居している割合の国際比較調査（対象58カ国）では、オランダの同居率が一番低い28)。2005年に産業経済局長H.J.グローネンディック氏も「ヨーロッパ全体を対象とした調査ではオランダ人の生活満足度が高かった」と述べている29)。
医療制度は整備されており、人口千人当たりの医師数は3.8人と、OECD諸国の中で３番目に多い（日本は2.1人で、27位)30）。これを反映し平均寿命は79.3歳で、日本には及ばないものの長寿国である（調査対象177カ国中16位、日本は82.3歳で１位)31)。
自殺率は、西欧先進国の中では低く日本の半分以下である（10万人中9.3人。日本は23.7人)32）。耐えがたい病になった場合には、安楽死も認められている。
４．政労使の協議が大きな役割
オランダでは政労使の中央協議体制が確立し成果を上げている。国内外の社会経済政策に関して協議し政府に答申する諮問機関「社会経済評議会（SER）」があり、政労使が均等に11名ずつ代表を出している。
1982年ハーグ近郊の高級住宅地ワッセナーで合意されたオランダ病克服のための処方箋「ワッセナー合意」はこの評議会の偉大な成果であった。
またオランダ経済がユーロ圏の中で最悪の状況にあった2003年には、オランダ経済の立て直しのため評議会は、向こう２年間の賃金凍結を合意した。その大胆な合意内容と評議会のリーダーシップに、強い印象を受けたものである。
この評議会の存在感は大きく、その動向はしばしばマスコミで報道され、ここで合意された政府への答申案はほとんどが多少の修正はあっても法律になるという。
第7章　行き過ぎた労働者保護とその改革
　財政が豊かな時代に作られたオランダの過保護ともいえる労働者保護制度は、近年はオランダ経済の活性化を妨げるとともに、財政上の大きな負担になっているため、現政権のバルケネンデ(Balkenende, J.P.)内閣は、この改革に正面から取り組んでいる。
１．多すぎる就労不能者
行き過ぎた社会保障制度の代表的なものに、就労不能者への所得保障がある。2005年までは、心身の障害により長期間働けない場合には、就労不能者保険（WAO）で所得補償が行われていた。この制度を悪用するものが多く、700万人前後の就労者に対して受給者は100万人近くに上り、「かくも多くの人々が労働能力のない国があろうか」と大きな問題になった。2006年から就労不能保険（WAO）に替わり「就労能力に応じた雇用と所得に関する法律（WIA）」が施行され、労働能力に応じて就労が促されることになった。徐々に受給者は減少しているが、2007年時点で750万人の就労者に対して受給者はまだ82万人いる33)。就労不能と判断された場合の給付は平均収入の75％で、年間45,017ユーロ（１ユーロ130円換算で585万円！）を上限として65歳まで支給される34)。
２．手厚い失業手当、年金
　失業手当は、2005年までは最長５年間支給されたが、2006年の改定により、３年に短縮された。失業後２ヶ月間の失業手当は従前賃金の75％で、３か月目以降は70％になる21)。
オランダの公的年金（AOW）は65歳から支給され、金額は最低賃金の70％である。公的年金に企業年金を合わせ、25歳から65歳まで勤務した場合には、最終給与の70%水準になるような設計が推奨されている22)。 
３．進出企業を悩ます労働問題
　日系企業が頭を悩ましている労働問題が３つある。
第一は病欠率が高いことである。著者が駐在していた当時、オランダの全国平均の病欠率は約5％であった。日系企業の中には10％程度の病欠率の会社もあった。オランダでは、病気による欠勤は、年次有給休暇とは別に権利として認められている。この病欠の認定が甘く、医師が休む必要を認めさえすれば、従業員は簡単に休める。人の尊厳とプライバシーを重んじる国柄なので、企業は医師に病気について問い合わせることはできない。サッカーの試合当日に、病欠者が数万人増えたこともあったという。病欠率を見込んで従業員を雇う必要があるので、その分コストが高くつく。
第二は、解雇条件が厳しく、業績、勤務態度の悪い社員の解雇も難しいことである。その上、解雇手続きが煩雑で、裁判所の判断を待たなければならない。
第三は、リストラなどやむを得ない解雇に際しての解雇補償金が近隣諸国に比較し、突出して高いことである。リストラの際の高い解雇補償金を知って、リストラ対象外の職場の従業員が、リストラ対象に加えてほしいと要望するということが現実にあった。
４．バルケネンデ政権の改革
　経済が20年来の低成長という最悪の2002年に首相に就任したバルケネンデ（Balkenende, J.P.）政権の課題は、オランダ経済をグローバリゼーションに勝ち抜けるよう競争力を強化し、高齢化等の社会変化に対応した改革を推進することであった。この政権は発足以来、財政再建、緊縮財政、賃金凍結、硬直的労働市場改革、寛大過ぎる社会保障の改革などの国民に痛みを伴う改革に正面から取り組んできた。一時は、 歴代内閣で最低の支持率を記録したが、改革の信念を貫き、経済成長率の回復、失業率の減少など見るべき成果を上げ35)、いまでは国民の信頼を勝ち得るに至っている。
過保護で硬直的な労働市場改革の面でも、“Working together, living together”（一緒に働き、一緒に暮らしていこう）との政策スローガンのもと、就業不能手当、失業手当や生活保護手当の受給者が徐々に減少しており、着実に成果を上げつつある36)。
第８章　オランダの示唆
オランダはわれわれに何を示唆しているであろうか。第一は変化に取り組む姿勢である。「闘うことによって現れる」という進取な気性を持つオランダ人は、歴史的にも変化をチャンスと捉え、これに積極的に対応することによって繁栄をものにしてきた。オランダは、国も企業もリーダーが勇気をふるって他よりも一歩先に変化に挑戦し、新たな価値を生む機会にすべく取り組んできた。このことをベアトリックス女王の施政方針のスピーチに端的に見ることができる。女王は、国会で玉座より「オランダの力は、変化する能力にある。今オランダ人の力が試されている（2005年）」「変化こそ力の源泉だ。変化と革新の能力が未来の成功に欠かせない（2007年）」とオランダ国民がその強みを再認識し、それを発揮するよう国民を鼓舞している。国民が敬愛してやまない女王が、変化への挑戦を国の強みとして誇り、変化を恐れず、変化をチャンスにするよう国民に呼び掛ける国柄なのである。
第二はコスモポリタン的姿勢と行動である。オランダ人は、多言語を駆使し、世界を舞台に活躍するとともに、人を差別せず異質を受入れる寛容さを持ち、世界の安定と繁栄に積極的に貢献し、世界から尊敬されている。
第三は、国ぐるみのビジネスマインドである。政府は、国の経済競争力を高めるため、経済インフラの一層の強化、外資の誘致、社会経済改革などに率先して取り組んでいる。株式会社発祥の伝統を持つ企業経営は、資本を最大限に生かすため、戦略的でスピーディであると同時に、優れた企業統治の仕組みを持っている。
第四は、Win／Winの姿勢である。双方にメリットのある決着をし、その後も良い関係を続くようにすることが、オランダ人が長年かけて身につけてきたBorn to Trader精神の一つであるようだ。ビジネス交渉の場だけではなく、法人税の減税交渉、在蘭日本人社会の問題に対するオランダ側の特別な配慮など政府との接触をつうじてもオランダ側のWin／Win Attitude を感じることが多々あった。
第五は、本稿では多くを割けなかったが、売春、ソフトドラッグ、安楽死、同性愛者の結婚などの社会問題に対する柔軟で現実的な取り組み姿勢である。オランダは、どの国も頭を悩ませている社会問題に、原理主義とは対極の柔軟な発想で現実的解決を生み出して、他の国に範を示し、この面でも半歩先を歩いている。
　変化が激しい時代、羅針盤のない時代と言われるが、オランダは、半歩先を歩み、日本が進む道を示唆しているようだ。
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